
【2010.07.22】    <TOIPCS> 
■ 低い日本における女性の就業率 
－OECD加盟国平均値 79.5%、日本 66.1%－

◆ 日本は30カ国中29位 
 政府は、2010年版「男女共同参画白書」を公表しました。この白書によれば、高校以上で教育を
受けた女性が仕事に就いている割合が、日本はOECD（経済協力開発機構）加盟国の30カ国中
29位だったそうです。 
 日本は66.1%で1999年に比べて4.7ポイント上昇しましたが、OECD全体の平均値である79.5%を
大きく下回っており、学歴・能力があっても社会の中で活かす機会が少なく、受け皿が不十分であ
る実態が指摘されています。 
 なお、上位からノルウェー（88.8%）、スウェーデン（88.0%）、イギリス（85.8%）と続いており、最下位
は韓国（61.2%）でした。 
 
◆ 十分活かされない女性の能力 
 白書では、「高等教育によって形成された女性の能力が、日本では就業の形で十分に生かされ
ていない」と指摘されており、仕事に就いていたとしても、結婚・出産などを機に退職する女性が
非常に多いとみています。 
 この他、男女の給与に格差があることも女性の就労を妨げている一因だと指摘しています。「女
性全体の賃金総額が男性の4割弱と試算されること」、「賃金単価や就業時間、就業者数のいず
れも男性の7割程度にとどまっていること」は、先進国では最低レベルと言われており、勤続年数
や役職を男性と同じレベルにまで高める必要性があるとしています。 
 
◆ 潜在力を活かす取組みが必要 
 今後の対策としては、「女性の能力を高め、それを発揮できる環境整備を進めていく必要があ
る」としており、仕事と子育てが両立できる就業環境の整備、理工系の分野における女性の活躍
の機会を増やしていく必要性が指摘されています。 
 また、結婚や子育てに伴う退職が減少すれば、最大で445万人の労働力の増加につながるとの
試算もされています。 
 
◆ 「M字カーブ」の状態 
 就業者と求職活動をしている人の割合を示す「労働力率」については、女性は20代と40代に比
べて30代の女性の労働人口の割合が落ち込む「M字カーブ」の状態が続いており、こうした女性
たちや、潜在的な就業希望者も働けるようにすれば、女性の労働人口を現在の「2,770万人」から
「3,215万人」に増やすことができるとされています。 
 ワークライフバランスの推進など、女性の潜在力を生かす取組みが、ますます求められます。


